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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　９月30日

自　平成24年
　　４月１日
至　平成24年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成23年
　　３月31日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成24年
　　３月31日

営業収益 (千円) ― 14,188,29413,547,72031,461,97127,913,520

経常利益 (千円) ― 2,907,9174,720,9124,127,3495,571,220

中間(当期)純利益 (千円) ― 1,714,9742,848,1972,420,0883,209,361

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― 22,170,00022,170,00022,170,00022,170,000

発行済株式総数 (株) ― 7,852,5977,852,5977,852,5977,852,597

純資産額 (千円) ― 51,714,98147,329,43550,000,01153,209,391

総資産額 (千円) ― 257,855,798239,117,715279,564,557244,066,560

１株当たり純資産額 (円) ― 6,585.716,027.236,367.326,776.02

１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― 218.39 362.70 308.18 408.70

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 1,111.5

自己資本比率 (％) ― 20.1 19.8 17.9 21.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 21,217,6966,246,87749,342,96538,985,693

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △141,179△475,775△331,725△973,228

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △22,092,176△5,903,044△47,810,057△39,016,128

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 1,136,0521,016,1042,151,7121,148,048

従業員数
〔外、平均臨時雇用人
員〕

(名) ―
376
〔19〕

359
〔16〕

384
〔19〕

370
〔15〕

(注) １　当社は、中間連結財務諸表を作成していませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移につ

いては、記載していません。

２　営業収益には、消費税等は含まれていません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

５　従業員数は、就業人員数を記載しています。

６　第34期中間会計期間より中間財務諸表を作成していますので、第33期中間会計期間を記載していません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。　

　

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、株式会社三井住友銀行が保有する当社株式（全株式の51％）をオリックス株

式会社が平成24年６月29日付で譲り受けたため、株式会社三井住友銀行および株式会社三井住友フィナン

シャルグループは関係会社に該当しなくなりました。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

　
　 平成24年９月30日現在

従業員数(名)
359
(16)

(注) １　当社の事業は単一セグメントであるため、従業員数の合計のみを記載しています。

２　従業員数は就業人員数(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む)です。

３　従業員数欄の(　)内は臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員を外数で記載しています。

４　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いています。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間における我が国経済は、円高や海外経済の減速を背景に輸出企業の一部に弱めの動き

が見られるものの、日本銀行の追加金融緩和や復興需要等の下支えもあり国内需要は底堅く推移してい

ます。

消費者金融業界におきましては、平成22年６月の改正貸金業法の完全施行により市場規模が縮小傾向

にありますが、過払い利息返還請求の収束や貸出残高の減少鈍化など、底打ちが見えつつある状況となっ

ています。

このような環境の中、当社は「優良債権の積上げ」、「経費削減継続による経営体質強化推進」、「回

収体制の強化」の３点を経営課題に掲げ事業を推進してまいりました。

　

当中間会計期間における当社の業績は、上述した改正貸金業法の完全施行の影響もあり営業貸付金残

高が減少し、営業収益は13,547,720千円（前年同期比4.5％減）となりました。営業費用は、主として貸倒

コスト、支払利息が抑制できたことから8,951,501千円（前年同期比20.7％減）となり、営業利益は

4,596,218千円（前年同期比58.4％増）、経常利益は4,720,912千円（前年同期比62.3％増）、中間純利益

は2,848,197千円（前年同期比66.0％増）となりました。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末から131,943千円減少し、

1,016,104千円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間会計期間から14,970,819千円減少（前年同期比70.5％

減）し、6,246,877千円の収入となりました。当中間会計期間の資金増加要因は、税引前中間純利益

4,719,968千円、営業貸付金の減少6,036,063千円等によるものです。資金減少要因は、法人税等の支払額

4,546,717千円等によるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間会計期間から334,595千円減少（前年同期比237％減）

し、475,775千円の支出となりました。当中間会計期間の支出は主に、無形固定資産の取得による支出

438,636千円によるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間会計期間から16,189,131千円増加（前年同期比73.2％

増）し、5,903,044千円の支出となりました。当中間会計期間の収入は、関係会社短期借入金の純増額

15,019,468千円、長期借入れによる収入52,000,000千円、関係会社長期借入れによる収入60,000,000千

円、支出は、短期借入金の純減額14,647,723千円、コマーシャル・ペーパーの純減額40,009,295千円、長期

借入金の返済による支出8,737,333千円、関係会社長期借入金の返済による支出60,800,000千円、配当金

の支払額8,728,161千円です。
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２ 【営業の実績】

(1) 営業収益の状況

事業別

前中間会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

金額(千円) 構成割合(％) 金額(千円) 構成割合(％)

ローン事業 12,832,70590.45 11,533,51785.13

　 一般消費者向営業貸付金利息 12,670,84089.31 11,434,02884.40

　 事業者向営業貸付金利息 121,865 0.86 96,632 0.71

　 その他 40,000 0.28 2,857 0.02

信用保証事業 1,301,478 9.17 1,858,76613.72

　 信用保証事業収益 1,301,478 9.17 1,858,76613.72

その他の金融収益 127 0.00 10,683 0.08

その他の営業収益 53,982 0.38 144,752 1.07

合計 14,188,294100.00 13,547,720100.00

　

(2) 営業貸付金の状況

①　貸付金の種別残高内訳

貸付種別

前中間会計期間末
(平成23年９月30日)

当中間会計期間末
(平成24年９月30日)

件数
(件)

構成
割合
(％)

残高
(千円)

構成
割合
(％)

平均
約定
金利
(％)

件数
(件)

構成
割合
(％)

残高
(千円)

構成
割合
(％)

平均
約定
金利
(％)

消費者向

無担保
(住宅向を除く)

443,79099.33258,422,50699.109.80420,58199.37235,102,25299.269.74

有担保
(住宅向を除く)

38 0.01 162,3060.063.50 24 0.01 73,5220.033.96

住宅向 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 443,82899.34258,584,81399.169.80420,60599.38235,175,77599.299.74

事業者向

無担保 2,9660.662,195,9640.8410.462,6250.621,662,5920.7110.64

有担保 2 0.00 8,2910.000.19 1 0.00 7,3460.000.00

手形貸付 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 2,9680.662,204,2550.8410.422,6260.621,669,9380.7110.60

合計 446,796100.00260,789,069100.009.81423,231100.00236,845,714100.009.75
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②　業種別貸付残高内訳

業種別

前中間会計期間末
(平成23年９月30日)

当中間会計期間末
(平成24年９月30日)

先数
(件)

構成
割合
(％)

残高
(千円)

構成
割合
(％)

先数
(件)

構成
割合
(％)

残高
(千円)

構成
割合
(％)

建設業 561 0.12 397,9280.15 495 0.12 297,5120.13

製造業 317 0.07 245,3900.10 276 0.07 191,9930.08

電気・ガス・熱供給・
水道業

1 0.00 ― ― 1 0.00 ― ―

情報通信業 7 0.00 6,5910.00 5 0.00 3,2190.00

運輸業 171 0.04 109,0980.04 149 0.04 82,5300.03

卸売・小売業 771 0.17 615,4260.24 692 0.16 469,5620.20

金融・保険業 34 0.01 17,1690.01 30 0.01 13,8870.01

不動産業 254 0.06 167,8770.07 231 0.05 122,7800.05

飲食店、宿泊業 170 0.04 129,6490.05 144 0.03 104,7710.04

医療、福祉 29 0.01 31,0350.01 28 0.01 25,3070.01

教育、学習支援業 2 0.00 949 0.00 2 0.00 816 0.00

複合サービス事業 ― ― ― ― ― ― ― ―

サービス業
(他に分類されないもの)

459 0.10 345,1360.13 398 0.09 252,6220.11

個人 443,82899.34258,584,81399.16420,60599.38235,175,77599.29

その他 192 0.04 138,0020.04 175 0.04 104,9330.05

合計 446,796100.00260,789,069100.00423,231100.00236,845,714100.00
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③　担保別貸付金残高内訳

受入担保の種類

前中間会計期間末
(平成23年９月30日)

当中間会計期間末
(平成24年９月30日)

残高(千円)
構成割合
(％)

残高(千円)
構成割合
(％)

有価証券 87,391 0.04 46,367 0.02

　 うち株式 87,391 0.04 46,367 0.02

債権 32,577 0.01 27,128 0.01

　 うち預金 ― ― ― ―

商品 ― ― ― ―

不動産 50,628 0.02 7,373 0.00

財団 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

計 170,598 0.07 80,869 0.03

保証 1,409,2140.54 3,780,3501.60

無担保 259,209,25699.39 232,984,49498.37

合計 260,789,069100.00 236,845,714100.00

　

　

④　期間別貸付金残高内訳

　
前中間会計期間末
(平成23年９月30日)

当中間会計期間末
(平成24年９月30日)

期間別
件数
(件)

構成
割合
(％)

残高
(千円)

構成
割合
(％)

件数
(件)

構成
割合
(％)

残高
(千円)

構成
割合
(％)

リボルビングによる契約 413,77792.61233,337,54589.47393,24492.91214,274,82090.47

１年以下 3,7850.852,908,7451.11 3,3290.792,423,6451.02

１年超　５年以下 20,2874.5412,433,8604.77 17,8044.2110,052,3624.25

５年超　10年以下 8,8091.9711,966,6654.59 8,7392.0610,022,0084.23

10年超　15年以下 1000.02 104,3230.04 82 0.02 47,6970.02

15年超　20年以下 30 0.01 23,9220.01 26 0.01 18,6280.01

20年超　25年以下 8 0.00 14,0050.01 7 0.00 6,5500.00

25年超 ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 446,796100.00260,789,069100.00423,231100.00236,845,714100.00

一件あたりの平均期間 3.07年 3.08年

(注)　リボルビングによる契約は、１年毎の自動更新です。
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(3) 営業貸付金の増減額及び残高

項目

前中間会計期間
(平成23年９月30日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

金額(千円)
うち無担保
ローン(千円)

うち有担保
ローン(千円)

金額(千円)
うち無担保
ローン(千円)

うち有担保
ローン(千円)

期首残高 279,998,389279,813,388185,001245,794,216245,661,831132,385

期中貸付額 56,347,11156,347,111 ― 60,256,19560,256,195 ―

期中回収額 71,618,32671,606,48511,84166,292,25966,274,39717,861

期中貸倒損失額 3,938,1043,935,5422,5622,912,4382,878,78333,654

期末残高 260,789,069260,618,471170,598236,845,714236,764,84580,869

平均貸付金残高 268,765,104268,587,346177,758240,651,166240,532,408118,758
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(4) 貸付利率別残高内訳

①　一般消費者向貸付金の貸付利率別残高内訳

利率別

前中間会計期間末
(平成23年９月30日)

当中間会計期間末
(平成24年９月30日)

件数(件)
構成
割合
(％)

残高(千円)
構成
割合
(％)

件数(件)
構成
割合
(％)

残高(千円)
構成
割合
(％)

無
担
保

10.0％以下　 137,38030.95149,611,61557.86133,92631.84136,661,72558.11

10.0％超15.0％以下204,64146.1199,361,71838.43203,13148.2991,509,76238.91

15.0％超18.0％以下101,76922.939,449,1723.6583,52419.866,930,7642.95

18.0％超20.0％以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

20.0％超　 ― ― ― ― ― ― ― ―

計 443,79099.99258,422,50699.94420,58199.99235,102,25299.97

有
担
保

10.0％以下　 38 0.01 162,3060.06 24 0.01 73,5220.03

10.0％超15.0％以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

15.0％超18.0％以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

18.0％超20.0％以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

20.0％超　 ― ― ― ― ― ― ― ―

計 38 0.01 162,3060.06 24 0.01 73,5220.03

合計 443,828100.00258,584,813100.00420,605100.00235,175,775100.00

　

　

②　事業者向貸付金の貸付利率別残高内訳

　

利率別

前中間会計期間末
(平成23年９月30日)

当中間会計期間末
(平成24年９月30日)

件数(件)
構成
割合
(％)

残高(千円)
構成
割合
(％)

件数(件)
構成
割合
(％)

残高(千円)
構成
割合
(％)

無
担
保

10.0％以下　 69223.31 883,97640.10 58622.31 638,86538.26

10.0％超15.0％以下 2,27476.621,311,98859.522,03977.651,023,72761.30

15.0％超18.0％以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

18.0％超20.0％以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

20.0％超　 ― ― ― ― ― ― ― ―

計 2,96699.932,195,96499.622,62599.961,662,59299.56

有
担
保

10.0％以下　 2 0.07 8,2910.38 1 0.04 7,3460.44

10.0％超15.0％以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

15.0％超18.0％以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

18.0％超20.0％以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

20.0％超　 ― ― ― ― ― ― ― ―

計 2 0.07 8,2910.38 1 0.04 7,3460.44

合計 2,968100.002,204,255100.002,626100.001,669,938100.00
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(5) 貸付金額別残高内訳

①　一般消費者向貸付金の貸付金額別残高内訳

金額別

前中間会計期間末
(平成23年９月30日)

当中間会計期間末
(平成24年９月30日)

件数(件)
構成
割合
(％)

残高(千円)
構成
割合
(％)

件数(件)
構成
割合
(％)

残高(千円)
構成
割合
(％)

無
担
保

10万円以下 　 226,01050.92675,5500.26210,47550.04681,8580.29

10万円超 20万円以下 13,9903.152,131,3070.8214,3253.412,177,0230.93

20万円超 30万円以下 13,8153.113,515,7651.3615,9903.804,090,4351.74

30万円超 50万円以下 38,8298.7516,101,2396.2339,8519.4716,663,9257.09

50万円超 70万円以下 16,7273.7710,124,3823.9217,9134.2610,820,3474.60

70万円超 100万円以下 38,0458.5732,958,29212.7434,6978.2530,043,82012.77

100万円超 150万円以下 31,7207.1540,430,94915.6432,4817.7241,315,22917.57

150万円超 200万円以下 25,9155.8445,499,55917.6023,0475.4841,040,64817.45

200万円超 300万円以下 29,8776.7373,414,92128.3924,4855.8260,051,97325.53

300万円超 　 8,8622.0033,570,53812.987,3171.7428,216,99012.00

計 443,79099.99258,422,50699.94420,58199.99235,102,25299.97

有
担
保

10万円以下 　 1 0.00 ― ― 2 0.00 39 0.00

10万円超 20万円以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

20万円超 30万円以下 1 0.00 223 0.00 1 0.00 286 0.00

30万円超 50万円以下 6 0.00 2,2470.00 2 0.00 898 0.00

50万円超 70万円以下 3 0.00 1,9330.00 1 0.00 505 0.00

70万円超 100万円以下 1 0.00 715 0.00 1 0.00 961 0.00

100万円超 150万円以下 6 0.00 8,1300.01 7 0.01 9,0610.01

150万円超 200万円以下 5 0.00 9,1690.00 1 0.00 1,7980.00

200万円超 300万円以下 4 0.00 9,1070.00 3 0.00 6,4910.00

300万円超 　 11 0.01 130,7780.05 6 0.00 53,4800.02

計 38 0.01 162,3060.06 24 0.01 73,5220.03

合計 443,828100.00258,584,813100.00420,605100.00235,175,775100.00

１件当たり平均貸付残高(千円) 582 559
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②　事業者向貸付金の貸付金額別残高内訳

金額別

前中間会計期間末
(平成23年９月30日)

当中間会計期間末
(平成24年９月30日)

件数(件)
構成
割合
(％)

残高(千円)
構成
割合
(％)

件数(件)
構成
割合
(％)

残高(千円)
構成
割合
(％)

無
担
保

100万円以下　 2,23575.30751,76634.102,09879.89638,07438.21

100万円超 500万円以下 71123.961,288,52458.46 51419.57925,79155.44

500万円超 1,000万円以下 15 0.50 94,8524.30 10 0.38 64,0233.83

1,000万円超5,000万円以下 5 0.17 60,8202.76 3 0.12 34,7032.08

5,000万円超　 ― ― ― ― ― ― ― ―

計 2,96699.932,195,96499.622,62599.961,662,59299.56

有
担
保

100万円以下　 1 0.03 632 0.03 ― ― ― ―

100万円超 500万円以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

500万円超 1,000万円以下 1 0.04 7,6590.35 1 0.04 7,3460.44

1,000万円超5,000万円以下 ― ― ― ― ― ― ― ―

5,000万円超　 ― ― ― ― ― ― ― ―

計 2 0.07 8,2910.38 1 0.04 7,3460.44

合計 2,968100.002,204,255100.002,626100.001,669,938100.00

１件当たり平均貸付残高(千円) 742 635

　

(6) 資金調達内訳

借入先等

前中間会計期間末
(平成23年９月30日)

当中間会計期間末
(平成24年９月30日)

残高(千円)
平均調達金利
(％)

残高(千円)
平均調達金利
(％)

金融機関等からの借入 155,046,909 1.89 131,361,036 1.39

その他 47,345,096 0.47 57,000,000 0.88

　 社債・CP 44,985,696 0.34 5,000,000 0.93

合計 202,392,005 1.55 188,361,036 1.24

自己資本 65,675,756 ― 57,913,318 ―

　 資本金・出資額 22,170,000 ― 22,170,000 ―

(注) １　「金融機関等からの借入」は、短期借入金、関係会社短期借入金、１年内返済予定の長期借入金、１年内返済予

定の関係会社長期借入金、長期借入金及び関係会社長期借入金の合計額から、債権流動化に伴う支払債務を除

いた額を記載しています。

２　「その他」には、債権流動化に伴う支払債務、社債及びコマーシャル・ペーパーを含んでいます。

３　「自己資本」は、資産の合計額より負債の合計額並びに配当金及び役員賞与金の予定額を控除し、引当金(特別

法上の引当金を含む。)の合計額を加えた額を記載しています。

４　「平均調達金利」は、当中間会計期間末の借入金等の残高に対する加重平均により算出しています。
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３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

　

４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生はありません。また、平成24年６月27日に提出した

有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

当社の当中間会計期間末における総資産は、前事業年度末比4,948,844千円減少し、239,117,715千円と

なりました。これは、営業貸付金残高の減少によるものです。

負債は、前事業年度末比931,111千円増加し、191,788,280千円となりました。これは、資金調達残高

（「第２　事業の状況」「２ 営業の実績」「(6) 資金調達内訳」の「合計」欄に記載の金額をいいま

す。）が、前事業年度末比2,845,689千円の増加となったこと、未払法人税等が前事業年度末比1,113,755

千円の減少になったこと等によるものです。

純資産は、前事業年度末比5,879,955千円減少して47,329,435千円となりました。これは、中間純利益の

計上により、利益剰余金が前事業年度末比2,848,197千円増加したこと、配当金の支払いにより、利益剰余

金が前事業年度末比8,728,161千円減少したこと等によるものです。

 

(2) 経営成績の分析

当中間会計期間の営業収益は、13,547,720千円となりました。これは、改正貸金業法の総量規制等の影

響もあり、営業貸付金残高の減少によって利息収入が減少したことによるものです。

営業費用は、営業貸付金残高の減少に伴い、貸倒引当金繰入額の減少や資金調達に伴う支払利息が減少

したこと等により、8,951,501千円となりました。利益面では、営業利益が4,596,218千円、経常利益が

4,720,912千円、中間純利益は2,848,197千円となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況」「１ 業績等の概

要」「(2)キャッシュ・フローの状況」に記載しています。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

　　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

　前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期

間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年12月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,852,597 7,852,597―

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない、当社
における標準となる株式で
す。
(注) １、２

計 7,852,597 7,852,597― ―

(注) １　当社は単元株制度を採用していません。

２　譲渡による当社の株式の取得については、株主総会の承認を要する旨定款に定めています。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(千円)

資本金残高
　

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月30日 ― 7,852,597 ― 22,170,000 ― 22,289,997
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

オリックス株式会社 東京都港区浜松町二丁目４番１号 7,852,597 100.0

計 ― 7,852,597 100.0

　(注) 前事業年度末現在主要株主であった株式会社三井住友銀行が保有する当社株式（全株式の51％）をオリックス

株式会社が平成24年６月29日付で譲り受けたため、株式会社三井住友銀行は主要株主でなくなっています。

　
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,852,597
7,852,597

権利内容に何ら限定のない、当社に
おける標準となる株式です。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 7,852,597― ―

総株主の議決権 ― 7,852,597 ―

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

当社株式は非上場・非登録ですので、該当事項はありません。
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３ 【役員の状況】

平成24年６月27日の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りであり

ます

（1）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

就任年月
日

取締役

兼

常務執行役員

－ 北 村 賢 司 昭和31年９月28日生

昭和55年４月 フクシ株式会社入社

(注) －
平成24年

７月10日

昭和57年９月 株式会社オリエントファイナン

ス(現株式会社オリエントコー

ポレーション)入社

昭和63年２月 株式会社ソディック入社

平成元年４月 ファミリー信販株式会社(現オ

リックス・クレジット株式会

社)入社

平成12年３月 当社 営業第二部副部長

平成17年10月 当社 クレジットセンター長

平成19年10月 当社 執行役員

平成24年１月 当社 常務執行役員

平成24年７月 当社 取締役兼常務執行役員

（現任）

（注）取締役 北村賢司氏の任期は、就任のときから平成25年3月期に係る定時株主総会の終結のときまでです。

　
（2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役（社外取締役） ― 田 村 直 樹 平成24年６月29日

取締役（社外取締役） ― 一 色 俊 宏 平成24年６月29日

監査役（社外監査役） ― 小 川 雅 史 平成24年６月29日

監査役（社外監査役） ― 秦　明 久 平成24年６月29日

取締役兼常務執行役員 ― 伊 藤 誠 一 郎 平成24年７月９日
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)及び「特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令」(平

成11年総理府・大蔵省令第32号)に基づいて作成しています。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(平成24年４月１日から平成24

年９月30日まで)の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により中間監査を受けています。

　

３　中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成していません。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
　(1)【中間財務諸表】
　　①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,148,048 1,016,104

営業貸付金 ※２, ※５, ※６, ※７
 245,794,216 ※１, ※２, ※５, ※６, ※７

236,845,714

繰延税金資産 1,441,657 1,222,250

未収収益 1,539,930 1,468,557

その他 736,129 ※10
 856,122

貸倒引当金 △11,147,000 △8,813,000

流動資産合計 239,512,982 232,595,748

固定資産

有形固定資産 ※３
 238,144

※３
 228,129

無形固定資産 1,886,434 1,980,105

投資その他の資産

繰延税金資産 － 1,380,899

その他 2,428,998 ※１
 2,932,833

投資その他の資産合計 2,428,998 4,313,732

固定資産合計 4,553,578 6,521,967

資産合計 244,066,560 239,117,715

負債の部

流動負債

買掛金 82,526 77,993

短期借入金 ※８
 14,741,994

※８
 94,271

関係会社短期借入金 ※８
 5,425,295

※８
 20,444,764

コマーシャル・ペーパー 39,988,722 －

1年内返済予定の長期借入金 ※８, ※９
 24,174,666

※１, ※９
 39,832,266

1年内返済予定の関係会社長期借入金 ※９
 50,700,000 －

未払法人税等 1,193,987 80,231

賞与引当金 400,858 377,651

債務保証損失引当金 ※４
 929,000

※４
 762,000

その他 1,524,119 ※10
 1,470,527

流動負債合計 139,161,170 63,139,705

固定負債

社債 5,000,000 5,000,000

長期借入金 ※８
 30,684,667

※１, ※８
 62,989,734

関係会社長期借入金 ※８
 14,800,000

※８
 60,000,000

繰延税金負債 541,575 －

退職給付引当金 12,452 13,377

役員退職慰労引当金 58,017 64,855

利息返還損失引当金 572,000 553,000

資産除去債務 27,285 27,607

固定負債合計 51,695,998 128,648,574

負債合計 190,857,168 191,788,280
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 22,170,000 22,170,000

資本剰余金

資本準備金 22,289,997 22,289,997

資本剰余金合計 22,289,997 22,289,997

利益剰余金

利益準備金 10,950 10,950

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 8,738,357 2,858,394

利益剰余金合計 8,749,307 2,869,344

株主資本合計 53,209,305 47,329,341

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 85 93

評価・換算差額等合計 85 93

純資産合計 53,209,391 47,329,435

負債純資産合計 244,066,560 239,117,715
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　　②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

営業収益

営業貸付金利息 12,832,705 11,533,517

信用保証収益 1,301,478 1,858,766

その他の金融収益

関係会社貸付金利息 － 10,683

受取利息 127 －

その他の金融収益計 127 10,683

その他の営業収益 ※１
 53,982

※１
 144,752

営業収益合計 14,188,294 13,547,720

営業費用

金融費用

支払利息 1,708,021 1,181,603

社債利息 7,328 23,377

その他 157,882 20,572

金融費用計 1,873,233 1,225,554

その他の営業費用

広告宣伝費 1,303,374 1,558,823

貸倒引当金繰入額 2,410,145 －

債務保証損失引当金繰入額 443,324 581,399

利息返還損失引当金繰入額 63,374 21,704

従業員給与手当賞与 1,246,231 1,276,142

賞与引当金繰入額 366,240 372,608

退職給付費用 141,161 161,053

役員退職慰労引当金繰入額 7,057 9,497

福利厚生費 255,905 239,452

賃借料 183,042 170,861

減価償却費 ※２
 366,398

※２
 392,416

支払手数料 1,213,964 1,291,831

通信費 413,736 365,789

その他 1,000,564 1,284,367

その他の営業費用計 9,414,521 7,725,947

営業費用合計 11,287,755 8,951,501

営業利益 2,900,539 4,596,218

営業外収益 8,366 ※３
 124,856

営業外費用 988 163

経常利益 2,907,917 4,720,912

特別損失 1,073 944

税引前中間純利益 2,906,844 4,719,968

法人税、住民税及び事業税 267,773 3,574,842

法人税等調整額 924,097 △1,703,072

法人税等合計 1,191,870 1,871,770

中間純利益 1,714,974 2,848,197
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　　③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 22,170,000 22,170,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 22,170,000 22,170,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 22,289,997 22,289,997

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 22,289,997 22,289,997

資本剰余金合計

当期首残高 22,289,997 22,289,997

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 22,289,997 22,289,997

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 10,950 10,950

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 10,950 10,950

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 5,528,995 8,738,357

当中間期変動額

剰余金の配当 － △8,728,161

中間純利益 1,714,974 2,848,197

当中間期変動額合計 1,714,974 △5,879,963

当中間期末残高 7,243,970 2,858,394

利益剰余金合計

当期首残高 5,539,945 8,749,307

当中間期変動額

剰余金の配当 － △8,728,161

中間純利益 1,714,974 2,848,197

当中間期変動額合計 1,714,974 △5,879,963

当中間期末残高 7,254,920 2,869,344

株主資本合計

当期首残高 49,999,943 53,209,305

当中間期変動額

剰余金の配当 － △8,728,161

中間純利益 1,714,974 2,848,197

当中間期変動額合計 1,714,974 △5,879,963

当中間期末残高 51,714,918 47,329,341
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 67 85

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△4 7

当中間期変動額合計 △4 7

当中間期末残高 63 93

評価・換算差額等合計

当期首残高 67 85

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△4 7

当中間期変動額合計 △4 7

当中間期末残高 63 93

純資産合計

当期首残高 50,000,011 53,209,391

当中間期変動額

剰余金の配当 － △8,728,161

中間純利益 1,714,974 2,848,197

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△4 7

当中間期変動額合計 1,714,969 △5,879,955

当中間期末残高 51,714,981 47,329,435
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　　④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 2,906,844 4,719,968

減価償却費 366,398 392,416

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,410,145 △107,584

賞与引当金の増減額（△は減少） △37,390 △23,207

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 443,324 581,399

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,094 925

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,459 6,837

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） 24,000 △19,000

営業貸付金の増減額（△は増加） 15,271,215 6,036,063

未収収益の増減額（△は増加） 74,051 11,789

買掛金の増減額（△は減少） △5,591 △4,533

その他 800,686 △802,558

小計 22,247,132 10,792,515

配当金の受取額 1,401 1,078

法人税等の支払額 △1,030,837 △4,546,717

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,217,696 6,246,877

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △27,886 △38,379

無形固定資産の取得による支出 △114,920 △438,636

その他 1,627 1,241

投資活動によるキャッシュ・フロー △141,179 △475,775

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,858,794 △14,647,723

関係会社短期借入金の純増減額（△は減少） △11,382,448 15,019,468

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

2,938,410 △40,009,295

長期借入れによる収入 8,500,000 52,000,000

長期借入金の返済による支出 △13,977,799 △8,737,333

関係会社長期借入れによる収入 － 60,000,000

関係会社長期借入金の返済による支出 △20,000,000 △60,800,000

社債の発行による収入 4,970,866 －

配当金の支払額 － △8,728,161

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,092,176 △5,903,044

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,015,660 △131,943

現金及び現金同等物の期首残高 2,151,712 1,148,048

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１
 1,136,052

※１
 1,016,104
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【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) その他有価証券

時価のあるもの

……中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しています。)

時価のないもの

……移動平均法による原価法
　

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ　……　時価法
　

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しています。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物附属設備……８年から18年

器具備品……４年から20年

　
　　(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社は、法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及び税引前中間純利益に与える影響は軽微です。

　
(2) 無形固定資産

定額法を採用しています。

なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

しています。
　

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上し

ています。

(3) 債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、当中間会計期間末における損失発生見込額を計上しています。
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(4) 退職給付引当金

(前払年金費用)

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。

会計基準変更時差異については15年間で償却しています。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年～18年)による定額

法により費用処理しています。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(13年～18年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理していま

す。

前払年金費用は、投資その他の資産の「その他」に含めて計上しています。

(5) 役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づき、当中間会計期間末の要支給額を計

上しています。

(6) 利息返還損失引当金

将来の利息返還に係る損失に備えるため、過去の返還実績等を踏まえ、返還見込額を合理的に見積り計

上しています。

なお、見積返還額のうち、債権に充当されると見込まれる当中間会計期間末の金額167,000千円（前事

業年度末は197,000千円）については、貸倒引当金に含めて計上しています。

　
５　収益及び費用の計上基準

収益の計上は主に発生基準とし、次の方法によっています。

営業貸付金利息

発生基準

信用保証収益

主として残債方式

(注)　計上方法の主な内容は以下のとおりです。

残債方式

元本残高に対して一定率の料率で手数料を算出し、収益に計上する方法

　
６　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしていますので、特例処理を採用しています。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

(3) ヘッジ方針

当社の内規に基づき、借入金の金利変動リスクを回避する目的で、変動金利建ての借入金に対して、金

利スワップによるデリバティブ取引でキャッシュフロー・ヘッジを行っています。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジの有効性評価については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を

省略しています。

　
７　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。
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８　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しており、控除対象外の消費税等については、その他の営業費用

に計上しています。ただし、固定資産に係る控除対象外の消費税等は、投資その他の資産の「その他」に

計上し、５年間で均等償却しています。

(2) 繰延資産の処理方法

社債発行費については、支出時に全額費用として処理しています。

　(3) 連結納税制度の適用

平成24年7月より、オリックス株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社とし

て、連結納税制度を適用しています。
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

※１　担保に供している資産及び対応する債務

(1) 担保に供している資産

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

営業貸付金 ― 66,441,368千円

差入保証金 ― 577,000千円

計 ― 67,018,368千円

債権の流動化に係るものです。

(2) 担保提供資産に対応する債務

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

１年内返済予定の長期借入金 ― 10,181,600千円

長期借入金 ― 41,818,400千円

計 ― 52,000,000千円

　
※２　営業貸付金(主としてカードローン)のうち個人向け無担保営業貸付金は、次のとおりです。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

　 243,769,797千円 235,102,252千円

　
※３　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりです。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

　 369,061千円 380,993千円

　
※４　偶発債務

金融機関等が行う融資及び従業員の借入に対する信用保証業務のうち負債として計上していない保証

債務の金額(債務保証損失引当金計上額控除後）及び債務保証損失引当金は、次のとおりです。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

保証債務 76,412,130千円 91,547,396千円

債務保証損失引当金 929,000千円 762,000千円

　
※５　ローン・パーティシペーション

平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づき、参加者に売却したもの

として会計処理した貸付金の元本残高は、次のとおりです。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

　 43,837千円 19,991千円

　
※６　営業貸付金に係る不良債権の状況

「特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令」(平成11年５月19日　総理府・大蔵省令第32号)第

９条の分類に基づく不良債権の状況は、次のとおりです。

(1) 破綻先債権

破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取り立て又は弁済の見込みがないものとして、未収利息を計上しなかった貸付金(以下、「未収

利息不計上貸付金」)のうち、破産債権、更生債権その他これらに準ずる債権です。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

　 2,066,071千円 1,587,029千円
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(2) 延滞債権

延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、破綻先債権に該当しないもので、債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の債権です。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

　 4,037,215千円 3,711,159千円

(3) ３カ月以上延滞債権

３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸付

金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

　 667,592千円 482,590千円

(4) 貸出条件緩和債権

貸出条件緩和債権とは、当該債権の回収を促進することなどを目的に、利息の支払猶予等、債務者に有

利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないもので

す。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

　 15,133,304千円 13,905,505千円

　
※７　営業貸付金に係る貸出コミットメントライン契約

営業貸付金の契約形態は、主として、リボルビング方式による契約(極度借入基本契約で自動更新)で

す。同契約は、一定の利用限度枠を決めておき、契約上規定された条件について違反がない限り、利用限度

額の範囲で繰返し貸出しができる契約です。

同契約に係る融資未実行残高は、次のとおりです。この融資未実行残高には、貸付残高がない顧客も含

めています。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

　 245,454,172千円 237,556,263千円

　
なお、同契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、融資未実行残高そのものが必ずしも将来

のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

同契約には、顧客の信用状況の変化、その他相当の事由があるときは、実行申し込みを受けた融資の拒

絶又は利用限度額の増減をすることができる旨の条項がつけられています。

また、契約後も定期的に契約の見直し、与信保全上の措置等を講じています。

　
※８　当座貸越契約(これに準ずる契約を含む)及び貸出コミットメント契約による借入未実行残高は、次のと

おりです。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

(当座貸越契約) 　 　

　 借入枠 6,645,000千円 6,645,000千円

　 借入実行残高 667,289千円 94,271千円

　 差引 5,977,710千円 6,550,728千円

(貸出コミットメント契約) 　 　

　 借入枠 150,180,000千円 214,500,000千円

　 借入実行残高 38,020,000千円 82,844,764千円

　 差引 112,160,000千円 131,655,235千円

上表には、関係会社からのコミットメントが含まれています。
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※９　財務制限条項

前事業年度(平成24年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金2,300,000千円及び１年内返済予定の関係会社長期借入金4,700,000千円

(シンジケートローン)には、財務制限条項が付されています。下記の財務制限条項に抵触し、かつ多数貸

付人(参加割合68％以上)の請求に基づくエージェントからの通知による請求があった場合には、当該借

入金を一括返済することになっています。

①　経常損益について、２期連続して損失としない。

②　純資産合計の金額が、直前の事業年度又は平成21年３月期のいずれか大きい方との比較で75％以上を

維持する。

　
当中間会計期間(平成24年９月30日)

１年内返済予定の長期借入金7,000,000千円(シンジケートローン)には、財務制限条項が付されていま

す。下記の財務制限条項に抵触し、かつ多数貸付人(参加割合68％以上)の請求に基づくエージェントから

の通知による請求があった場合には、当該借入金を一括返済することになっています。

①　経常損益について、２期連続して損失としない。

②　純資産合計の金額が、直前の事業年度又は平成21年３月期のいずれか大きい方との比較で75％以上を

維持する。

　
※10　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺せず、それぞれ流動資産の「その他」、流動負債の「その他」に

含めて表示しています。
　　
　

(中間損益計算書関係)

※１　その他の営業収益は、受取手数料及び償却債権取立益等です。

　
※２　減価償却実施額は、次のとおりです。

　
前中間会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

有形固定資産 26,316千円 47,451千円

無形固定資産 340,081千円 344,964千円

　

※３　営業外収益は、貸倒引当金戻入額等です。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

　前中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 7,852,597 ― ― 7,852,597

　　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　
(2) 基準日が当中間会計期間に関する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

　

　当中間会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 7,852,597 ― ― 7,852,597

　　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月１日
定時株主総会

普通株式 8,728,161 1,111.5平成24年３月31日平成24年６月１日

　
(2) 基準日が当中間会計期間に関する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前中間会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金勘定 1,136,052千円 1,016,104千円

現金及び現金同等物 1,136,052千円 1,016,104千円

　

(リース取引関係)

前事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)及び当中間会計期間(自  平成24年４月１日

  至  平成24年９月30日)のいずれにおいても、開示の対象となるリース取引はありません。

　

(金融商品関係)

　前事業年度(平成24年３月31日)

　金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。

　　

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 営業貸付金 245,794,216　 　

　　貸倒引当金(*１) △11,031,000　 　

　 234,763,216 235,470,557 707,340

(2) 未収収益 1,539,930　 　

　　貸倒引当金(*１) △116,000　 　

　 1,423,930 1,423,930 ―

資産計 236,187,147 236,894,488 707,340

(1) 短期借入金 14,741,994 14,741,994 ―

(2) 関係会社短期借入金 5,425,295 5,425,295 ―

(3) コマーシャル・ぺーパー 39,988,722 39,988,722 ―

(4) 社債 5,000,000 5,003,000 3,000

(5) １年内返済予定の長期借入金
　　及び長期借入金(*２)

54,859,334 54,981,323 121,989

(6) １年内返済予定の関係会社
    長期借入金及び関係会社長
    期借入金

65,500,000 65,769,875 269,875

負債計 185,515,346 185,910,211 394,865

デリバティブ取引 ― ― ―

(*１) 営業貸付金及び未収収益に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

(*２) 特例処理を適用している金利スワップについては、ヘッジ対象とされている１年内返済予定の長期借

入金と一体として処理されているため、その時価は、当該１年内返済予定の長期借入金の時価に含め

て記載しています。
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(注１) 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

　　

資産

　　

(1) 営業貸付金

　貸付金の元利金の合計額を、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定

しています。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ

・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としてい

ます。

　

(2) 未収収益

　未収収益については、短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっています。

　

負債

　

(1) 短期借入金、(2) 関係会社短期借入金、(3) コマーシャル・ペーパー

　約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としていま

す。

　

(4) 社債

　社債については、日本証券業協会が公表する公社債店頭売買参考統計値により時価を算出しています。

公社債店頭売買参考統計値が公表されていない社債については、元利金の合計額を同様の社債を新規に

発行した場合に適用されると考えられる利率で割り引いて時価を算定しています。

　
(5) １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金、(6) １年内返済予定の関係会社長期借入金及び関係会

社長期借入金

　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は借入実行後

大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時

価としています。固定金利によるものは、期限までの残存期間に応じた当該借入金の元利金の合計額(金

利スワップの特例処理の対象とされた変動金利の借入金については、その金利スワップのレートを反映

した元利金の合計額)を、同様の新規借入において想定される利率で割り引いて時価を算定しています。

　

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照下さい。

　　

　(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 8,265

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めていま

せん。

　

EDINET提出書類

オリックス・クレジット株式会社(E25762)

半期報告書

33/45



　

　当中間会計期間(平成24年９月30日)

　金融商品の時価等に関する事項

平成24年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。

 

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 営業貸付金 236,845,714　 　

　　貸倒引当金(*１) △8,701,000　 　

 228,144,714 229,980,944 1,836,230

(2) 未収収益 1,468,557　 　

　　貸倒引当金(*１) △112,000　 　

 1,356,557 1,356,557 ―

資産計 229,501,271 231,337,501 1,836,230

(1) 短期借入金 94,271 94,271 ―

(2) 関係会社短期借入金 20,444,764 20,444,764 ―

(3) 社債 5,000,000 5,021,000 21,000

(4) １年内返済予定の長期借入金
　　及び長期借入金

102,822,000 102,940,974 118,973

(5) 関係会社長期借入金 60,000,000 60,372,722 372,722

負債計 188,361,036 188,873,732 512,696

(*１) 営業貸付金及び未収収益に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

　

資産

　

(1) 営業貸付金　

　貸付金の元利金の合計額を、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定

しています。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ

・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は中間貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価とし

ています。

　

(2) 未収収益

　未収収益については、短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっています。
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負債

　

(1) 短期借入金、(2) 関係会社短期借入金

　約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としていま

す。

　

(3) 社債

　社債については、日本証券業協会が公表する公社債店頭売買参考統計値により時価を算出しています。

公社債店頭売買参考統計値が公表されていない社債については、元利金の合計額を同様の社債を新規に

発行した場合に適用されると考えられる利率で割り引いて時価を算定しています。

　　

(4) １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金、(5)関係会社長期借入金

　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は借入実行後

大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時

価としています。固定金利によるものは、期限までの残存期間に応じた当該借入金の元利金の合計額を、

同様の新規借入において想定される利率で割り引いて時価を算定しています。

　　

　(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 8,265

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めていま

せん。
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(有価証券関係)

　前事業年度(平成24年３月31日)

　その他有価証券

　

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

(1) 株式 373 241 132

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 373 241 132

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 373 241 132

　

　当中間会計期間(平成24年９月30日)

　その他有価証券

 

区分
中間貸借対照表
計上額
(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

中間貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

(1) 株式 386 241 145

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 386 241 145

中間貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 386 241 145
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(デリバティブ取引関係)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　前事業年度(平成24年３月31日)

　　　該当事項はありません。

 　　

　　当中間会計期間(平成24年９月30日)

　　　該当事項はありません。

　　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　前事業年度(平成24年３月31日)

ヘッジ会計の方法 取引の種類等 主なヘッジ対象
契約額等
(千円)

契約額のうち
１年超
(千円)

時価
(千円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
(支払固定・
　　　受取変動)

１年内返済予定の
長期借入金

1,000,000 ― (注)

(注)　特例処理を適用している金利スワップについては、ヘッジ対象とされている１年内返済予定の長期借

入金と一体として処理されているため、その時価は、当該１年内返済予定の長期借入金の時価に含め

て記載しています。

　　

　　当中間会計期間(平成24年９月30日)

　　　該当事項はありません。

　　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　　

(持分法損益等)

１　関連会社に関する事項

　関連会社がないため記載していません。

２　開示対象特別目的会社に関する事項

　当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　　

(資産除去債務関係)

　前事業年度(平成24年３月31日)

資産除去債務については重要性が乏しいため、財務諸表等規則第８条の28に従って注記を省略していま

す。

　当中間会計期間(平成24年９月30日)

資産除去債務については重要性が乏しいため、中間財務諸表等規則第５条の19に従って注記を省略して

います。

　　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業区分は、「個人向け金融サービス業」の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

　

【関連情報】

前中間会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

１　製品及びサービスごとの情報

　 融資 信用保証 その他 合計

外部顧客への営業収益 12,832,7051,301,47854,10914,188,294

　

２  地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦以外の外部顧客への営業収益がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、該当事

項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

１　製品及びサービスごとの情報

　 融資 信用保証 その他 合計

外部顧客への営業収益 11,533,5171,858,766155,43613,547,720

（注）前事業年度から信用保証サービスに係る外部顧客への営業収益について量的な重要性が増したため、

製品及びサービスごとの情報を開示しています。

これに伴い、前中間会計期間についても、当中間会計期間の区分により比較情報を記載しています。

　

２  地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦以外の外部顧客への営業収益がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、該当事

項はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

１株当たり純資産額 6,776円　02銭
　

１株当たり純資産額 6,027円　23銭
　

　

　(注) 　１株当たり純資産額の算定上の基礎

 

項目
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部の合計額(千円) 53,209,391 47,329,435

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

普通株式に係る中間期末(期末)純資産額(千円) 53,209,391 47,329,435

普通株式の発行済株式数(株) 7,852,597 7,852,597

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期
末(期末)普通株式の数(株)

7,852,597 7,852,597

　
２  １株当たり中間純利益金額

　
前中間会計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)
当中間会計期間

(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

１株当たり中間純利益金額 218円　39銭
　

１株当たり中間純利益金額 362円　70銭

　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎
　

 

項目
前中間会計期間

(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

中間純利益金額(千円) 1,714,974 2,848,197

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る中間純利益金額(千円) 1,714,974 2,848,197

普通株式の期中平均株式数(株) 7,852,597 7,852,597

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

　

（1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第34期(自 平成23年４月１日　至 平成24年３月31日)

　平成24年６月27日関東財務局長に提出。

　

（2）臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び

第４号(親会社及び主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書

　平成24年６月29日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成24年12月10日

オリックス・クレジット株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　羽　　太　　典　　明　　㊞

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　松　　井　　貴　　志　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているオリックス・クレジット株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第35期事

業年度の中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及び

その他の注記について中間監査を行った。

　
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠

して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な

情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るため

に、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は

誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続

に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続

を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査

には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、オリックス・クレジット株式会社の平成24年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間会計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しています。

２  中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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